
認定第６号

令和７年度東郷町下水道事業会計決算認定について

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令

和７年度東郷町下水道事業会計決算を、別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に

付する。

令和８年８月３１日提出 東郷町長 石 橋 直 季
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4 

令和 年度東郷町下水道事業決算報告書 

１ 収益的収入及び支出 
収入  

区分 

予算額 

決算額 
当初予算額 補正予算額 

法第 条第３項の

規定による支出額

に係る財源充当額 
合計 

第１款 下水道事業収益  △

第１項 営業収益  

第２項 営業外収益  △

第３項 特別利益  

 

支出 

区分 
予算額 

当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額 
法第 条第３項の

規定による支出額 

第１款 下水道事業費用  △     

第１項 営業費用  △     

第２項 営業外費用      

第３項 特別損失      

第４項 予備費    △   

－ －
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4 

令和 年度東郷町下水道事業決算報告書 

１ 収益的収入及び支出 
収入  

区分 

予算額 

決算額 
当初予算額 補正予算額 

法第 条第３項の

規定による支出額

に係る財源充当額 
合計 

第１款 下水道事業収益  △

第１項 営業収益  

第２項 営業外収益  △

第３項 特別利益  

 

支出 

区分 
予算額 

当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額 
法第 条第３項の

規定による支出額 

第１款 下水道事業費用  △     

第１項 営業費用  △     

第２項 営業外費用      

第３項 特別損失      

第４項 予備費    △   

－ －

5 

注 法＝地方公営企業法 
（単位：円（税込）） 

予算額に比べ 
決算額の増減 

備考 

△ うち仮受消費税及び

地方消費税

円 

△  

 

 

（単位：円（税込）） 
予算額 

決算額 
法第 条第２項の

規定による繰越額 
不用額 備考 

小計 
法第 条第２項の

規定による繰越額 
合計 

      うち仮払消費税

及び地方消費税

円 

 

      

     

      

      

－ －
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6 

 
２ 資本的収入及び支出 

収入 

区分 

予算額 

当初予算額 補正予算額 小計 
法第 条の規定による

繰越額に係る財源充当額 

第１款 資本的収入     

第１項 企業債     

第２項 他会計出資金    

第３項 国庫補助金

第４項 負担金等

 

支出 

区分 

予算額 

当初予算額 
補正

予算額 
予備費

支出額 
流用

増減額 
小計 

法第 条

の規定に

よる

繰越額 

継続費

逓次

繰越額 

第１款 資本的支出       

第１項 建設改良費        

第２項 企業債償還金        

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額 

－ －
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6 

 
２ 資本的収入及び支出 

収入 

区分 

予算額 

当初予算額 補正予算額 小計 
法第 条の規定による

繰越額に係る財源充当額 

第１款 資本的収入     

第１項 企業債     

第２項 他会計出資金    

第３項 国庫補助金

第４項 負担金等

 

支出 

区分 

予算額 

当初予算額 
補正

予算額 
予備費

支出額 
流用

増減額 
小計 

法第 条

の規定に

よる

繰越額 

継続費

逓次

繰越額 

第１款 資本的支出       

第１項 建設改良費        

第２項 企業債償還金        

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額 

－ －

7 

（単位：円（税込）） 
予算額 

決算額 予算額に比べ決算額の増減 備考 継続費逓次繰越額

に係る財源充当額 
合計 

   △  
うち、仮受消費税

及び地方消費税

円
   △  

   △  

△

△

（単位：円（税込）） 

円、損益勘定留保資金 円で補填した。 

－ －

予算額 

決算額 

翌年度繰越額 

不用額 備考 
合計 

法第 条の

規定による

繰越額 

継続費

逓次繰越額 
合計 

     うち仮払消費税及び

地方消費税

円
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8 

（単位：円）

営業収益      

⑴ 下水道使用料    

営業費用      

⑴ 管渠費     

⑵ ポンプ場費    

⑶ 総係費     

⑷ 流域下水道維持管理費     

⑸ 減価償却費      

営業損失     

営業外収益      

⑴ 他会計負担金    

⑵ 長期前受金戻入     

⑶ 雑収益    

営業外費用      

⑴ 支払利息及び企業債取扱諸費     

⑵ 雑支出     

経常利益     

当年度純利益     

前年度繰越利益剰余金
    

その他の未処分利益剰余金変動額     

当年度未処分利益剰余金     

－ －

令和７年度東郷町下水道事業損益計算書 

（令和７年４月１日から令和８年３月 日まで） 
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－ －

8 

（単位：円）

営業収益      

⑴ 下水道使用料    

営業費用      

⑴ 管渠費     

⑵ ポンプ場費    

⑶ 総係費     

⑷ 流域下水道維持管理費     

⑸ 減価償却費      

営業損失     

営業外収益      

⑴ 他会計負担金    

⑵ 長期前受金戻入     

⑶ 雑収益    

営業外費用      

⑴ 支払利息及び企業債取扱諸費     

⑵ 雑支出     

経常利益     

当年度純利益     

前年度繰越利益剰余金
    

その他の未処分利益剰余金変動額     

当年度未処分利益剰余金     

－ －

令和７年度東郷町下水道事業損益計算書 

（令和７年４月１日から令和８年３月 日まで） 
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（単位：円）

資産の部       

１ 固定資産       

⑴ 有形固定資産     

イ 土地    

ロ 建物      

建物減価償却累計額 △     

ハ 構築物      

構築物減価償却累計額 △     

ニ 機械及び装置      

機械及び装置減価償却累計額 △    

ホ 建設仮勘定
  

有形固定資産合計  
⑵ 無形固定資産     

イ 施設利用権   

無形固定資産合計  
⑶ 投資その他資産

イ 出捐金      

投資その他資産合計  

固定資産合計      

２ 流動資産       

⑴ 現金預金    
⑵ 未収金    

貸倒引当金 △   

流動資産合計      

資産合計      

負債の部     

３ 固定負債       

⑴ 企業債       

イ 建設改良費等企業債       

企業債合計    

固定負債合計      

－ －

令和７年度東郷町下水道事業貸借対照表 

（令和８年３月 日） 
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10 

（単位：円）

資産の部       

１ 固定資産       

⑴ 有形固定資産     

イ 土地    

ロ 建物      

建物減価償却累計額 △     

ハ 構築物      

構築物減価償却累計額 △     

ニ 機械及び装置      

機械及び装置減価償却累計額 △    

ホ 建設仮勘定
  

有形固定資産合計  
⑵ 無形固定資産     

イ 施設利用権   

無形固定資産合計  
⑶ 投資その他資産

イ 出捐金      

投資その他資産合計  

固定資産合計      

２ 流動資産       

⑴ 現金預金    
⑵ 未収金    

貸倒引当金 △   

流動資産合計      

資産合計      

負債の部     

３ 固定負債       

⑴ 企業債       

イ 建設改良費等企業債       

企業債合計    

固定負債合計      

－ －

令和７年度東郷町下水道事業貸借対照表 

（令和８年３月 日） 
  

11 

４ 流動負債

⑴ 企業債

イ 建設改良費等企業債

企業債合計

⑵ 未払金

⑶ 引当金

イ 賞与等引当金

引当金合計

⑷ その他流動負債

流動負債合計

５ 繰延収益

⑴ 長期前受金

⑵ 長期前受金収益化累計額 △

繰延収益合計

負債合計

資本の部

６ 資本金

７ 剰余金

⑴ 資本剰余金

イ その他資本剰余金

資本剰余金合計

⑵ 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

－ －
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12 

区分 資本金 

剰余金 

資本剰余金 

その他資本剰余金 資本剰余金合計 

前年度末残高    

前年度処分額    

議会の議決による処分額    

条例による処分額    

処分後残高    

当年度変動額    

一般会計出資金   

当年度純利益    

当年度末残高    

－ －

令和７年度東郷町下水道事業剰余金計算書 

（令和７年４月１日から令和８年３月 日まで） 
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12 

区分 資本金 

剰余金 

資本剰余金 

その他資本剰余金 資本剰余金合計 

前年度末残高    

前年度処分額    

議会の議決による処分額    

条例による処分額    

処分後残高    

当年度変動額    

一般会計出資金   

当年度純利益    

当年度末残高    

－ －

令和７年度東郷町下水道事業剰余金計算書 

（令和７年４月１日から令和８年３月 日まで） 
  

13 

（単位：円） 
剰余金 

資本合計 利益剰余金 

未処分利益剰余金 利益剰余金合計 
   
   

   

   

   

  

   

   

   

－ －
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（単位：円） 

－ －

令和７年度東郷町下水道事業剰余金処分計算書 

（令和７年４月１日から令和８年３月 日まで） 

  

区分 資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金 

当年度末残高    

議会の議決による処分額    

減債積立金の積立    

建設改良積立金の積立    

資本金への組入    

処分後残高    
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14 

（単位：円） 

－ －

令和７年度東郷町下水道事業剰余金処分計算書 

（令和７年４月１日から令和８年３月 日まで） 

  

区分 資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金 

当年度末残高    

議会の議決による処分額    

減債積立金の積立    

建設改良積立金の積立    

資本金への組入    

処分後残高    

  

15 

令和７年度東郷町下水道事業キャッシュ・フロー計算書 

（令和７年４月１日から令和８年３月 日まで） 
（単位：円） 

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー 
当年度純利益  
減価償却費  
引当金の増減額（△は減少） △  
長期前受金戻入額 △  
支払利息及び企業債取扱諸費  
未収金の増減額（△は増加） △  
未払金の増減額（△は減少）  
その他の増減額（△は増加）  

小 計  
利息の支払額 △  

業務活動によるキャッシュ・フロー 計  

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
有形固定資産の取得による支出 △  
無形固定資産の取得による支出 △

国庫補助金による収入  
受益者負担金等による収入  

投資活動によるキャッシュ・フロー 計 △  

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
建設改良費等の財源に充てるための企業債の収入  
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △  
一般会計からの出資による収入  

財務活動によるキャッシュ・フロー 計 △  

４ 資金増加額（又は減少額） 
５ 資金期首残高  

６ 資金期末残高  

－ －
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令和７年度東郷町下水道事業収益費用明細書 

収入 （単位：円（税抜 ） 
款 項 目 節 金額 備考 

下水道事業収益 

営業収益  

下水道使用料  

下水道使用料  
営業外収益 

他会計負担金  

一般会計負担金  
  長期前受金戻入  

受贈財産評価額 
長期前受金戻入 

 

国庫補助金 
長期前受金戻入 

県補助金 
長期前受金戻入 

他会計補助金 
長期前受金戻入 

受益者負担金 
長期前受金戻入 

雑収益  
その他雑収益

－ －
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16 

令和７年度東郷町下水道事業収益費用明細書 

収入 （単位：円（税抜 ） 
款 項 目 節 金額 備考 

下水道事業収益 

営業収益  

下水道使用料  

下水道使用料  
営業外収益 

他会計負担金  

一般会計負担金  
  長期前受金戻入  

受贈財産評価額 
長期前受金戻入 

 

国庫補助金 
長期前受金戻入 

県補助金 
長期前受金戻入 

他会計補助金 
長期前受金戻入 

受益者負担金 
長期前受金戻入 

雑収益  
その他雑収益

－ －

17 

－ －
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支出 （単位：円（税抜）） 
款 項 目 節 金額 備考 

下水道事業費用  

営業費用  

管渠費  

委託料   

使用料及び貸借料   

工事請負費   

ポンプ場費  

光熱水費   

通信運搬費   

委託料  

修繕費  

総係費  

給料  予算額  

職員手当等  予算額  

法定福利費  予算額  

旅費   

備消品費   

燃料費  

通信運搬費   

委託料   

手数料  

使用料及び貸借料   

会費負担金   

報償費   

負担金  

貸倒引当金繰入額   
流域下水道 
維持管理費   

流域下水道 
維持管理費負担金   

減価償却費     
有形固定資産 
減価償却費   

  無形固定資産 
減価償却費   

－ －

− 370 −



18 

支出 （単位：円（税抜）） 
款 項 目 節 金額 備考 

下水道事業費用  

営業費用  

管渠費  

委託料   

使用料及び貸借料   

工事請負費   

ポンプ場費  

光熱水費   

通信運搬費   

委託料  

修繕費  

総係費  

給料  予算額  

職員手当等  予算額  

法定福利費  予算額  

旅費   

備消品費   

燃料費  

通信運搬費   

委託料   

手数料  

使用料及び貸借料   

会費負担金   

報償費   

負担金  

貸倒引当金繰入額   
流域下水道 
維持管理費   

流域下水道 
維持管理費負担金   

減価償却費     
有形固定資産 
減価償却費   

  無形固定資産 
減価償却費   

－ －

19 

款 項 目 節 金額 備考

営業外費用  

支払利息及び 
企業債取扱諸費  

企業債利息  

雑支出

雑支出

－ －
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令和７年度東郷町下水道事業固定資産明細書 
１ 有形固定資産  

資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高 

土 地     

建 物     

構 築 物     

機械及び装置     

建設仮勘定   

計     

２ 無形固定資産  
資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 当年度減価償却高 

施設利用権     

３ 投資その他の資産  
資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高 

出 捐 金     

－ －
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令和７年度東郷町下水道事業固定資産明細書 
１ 有形固定資産  

資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高 

土 地     

建 物     

構 築 物     

機械及び装置     

建設仮勘定   

計     

２ 無形固定資産  
資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 当年度減価償却高 

施設利用権     

３ 投資その他の資産  
資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高 

出 捐 金     

－ －

21 

（単位：円）  

減価償却累計額 
年度末償却未済高 備考 

当年度増加額 当年度減少額 累計 

    

    

    

    

    

    

（単位：円） 

年度末現在高 備考 

  

（単位：円）

－ －

備考 

愛知水と緑の公社 
  

− 373 −
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令和７年度東郷町下水道事業企業債明細書 
 

発行年月日 発行総額 
償還高 

当年度償還高 償還高累計 
平成 年 月 日   

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

－ －

− 374 −



22 

令和７年度東郷町下水道事業企業債明細書 
 

発行年月日 発行総額 
償還高 

当年度償還高 償還高累計 
平成 年 月 日   

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

－ －

23 

（単位：円） 

未償還残高 利率 ％  償還終期 借入先 

 令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 簡易生命保険資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 簡易生命保険資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 簡易生命保険資金 

 令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 簡易生命保険資金 

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

令和 年 月 日 簡易生命保険資金

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

－ －

− 375 −
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令和７年度東郷町下水道事業企業債明細書 
 

発行年月日 発行総額 
償還高 

当年度償還高 償還高累計 
平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

－ －

− 376 −
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令和７年度東郷町下水道事業企業債明細書 
 

発行年月日 発行総額 
償還高 

当年度償還高 償還高累計 
平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

－ －

25 

（単位：円） 

未償還残高 利率 ％  償還終期 借入先 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 簡易生命保険資金 

  令和 年 月 日 簡易生命保険資金 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

令和 年 月 日 簡易生命保険資金

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 簡易生命保険資金

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

－ －

− 377 −



26 

令和７年度東郷町下水道事業企業債明細書 
 

発行年月日 発行総額 
償還高 

当年度償還高 償還高累計 
平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

－ －

− 378 −
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令和７年度東郷町下水道事業企業債明細書 
 

発行年月日 発行総額 
償還高 

当年度償還高 償還高累計 
平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

－ －

27 

（単位：円） 

未償還残高 利率 ％  償還終期 借入先 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 簡易生命保険資金 

  令和 年 月 日 簡易生命保険資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 簡易生命保険資金 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

令和 年 月 日 地方公共団体金融機構

－ －

− 379 −



28 

令和７年度東郷町下水道事業企業債明細書 
 

発行年月日 発行総額 
償還高 

当年度償還高 償還高累計 

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

－ －

− 380 −



28 

令和７年度東郷町下水道事業企業債明細書 
 

発行年月日 発行総額 
償還高 

当年度償還高 償還高累計 

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日    

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

－ －

29 

（単位：円） 

未償還残高 利率 ％  償還終期 借入先 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 瀬戸信用金庫 

  令和 年 月 日 地方公共団体金融機構 

  令和 年 月 日 豊田信用金庫 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 豊田信用金庫

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 豊田信用金庫

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 財政融資資金

令和 年 月 日 財政融資資金

－ －

− 381 −



30 

令和７年度東郷町下水道事業企業債明細書 
 

発行年月日 発行総額 
償還高 

当年度償還高 償還高累計 

令和 年 月 日   

令和 年 月 日    

令和 年 月 日    

令和 年 月 日    

令和 年 月 日    

令和 年 月 日    

令和 年 月 日    

令和 年 月 日  

令和 年 月 日  

合計    

－ －

− 382 −



30 

令和７年度東郷町下水道事業企業債明細書 
 

発行年月日 発行総額 
償還高 

当年度償還高 償還高累計 

令和 年 月 日   

令和 年 月 日    

令和 年 月 日    

令和 年 月 日    

令和 年 月 日    

令和 年 月 日    

令和 年 月 日    

令和 年 月 日  

令和 年 月 日  

合計    

－ －

31 

（単位：円） 

未償還残高 利率 ％  償還終期 借入先 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

  令和 年 月 日 財政融資資金 

   

－ －

− 383 −



32 

注記 
Ⅰ 重要な会計方針 
１ 固定資産の減価償却の方法 
⑴ 有形固定資産 
・減価償却の方法 定額法 
・主な耐用年数 
建物 年  
構築物 年（マンホールポンプは 年） 
機械及び装置 年～ 年 

⑵ 無形固定資産 
・減価償却の方法 定額法 
・主な耐用年数 
施設利用権 年 

２ 引当金の計上方法 
⑴ 退職給付引当金 

本町は、愛知県市町村職員退職手当組合に加入しており、当該組合の負担金につい

て積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用は、一般会計において措置するため

計上しない。 
⑵ 賞与等引当金 

職員の期末手当・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年

度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
⑶ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実積率等による回収不能見込額を計

上している。 
３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ キャッシュ・フロー計算書関連

１ 重要な非資金取引

当年度において、新たに計上した受贈財産に係る資産の額は、 円である。

Ⅲ セグメント情報の開示 
下水道事業は単一セグメントのため、記載を省略している。 

Ⅳ 貸借対照表関連

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内

に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 千円で

ある。 
Ⅴ その他 

当年度において、期末・勤勉手当として 千円、これらに係る法定福利費として

千円を支給したため、賞与等引当金 千円を取り崩した。 
当年度において、未収金 円を不納欠損処理したため、貸倒引当金を同額取り崩

した。 － －  

− 384 −


